
阿賀野市告示第５３号  

 阿賀野市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金交付要綱を次の

ように定める。  

  令和６年３月２５日  

                    阿賀野市長 田 中 清 善   

 

   阿賀野市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金交付要綱  

（趣旨） 

第１条 この告示は、土地改良区又は土地改良区連合が水利施設管理強化事業

実施要綱（令和３年３月２９日付け２農振第３５３４号農林水産事務次官依

命通知）により作成する省エネルギー化推進計画に基づき農業水利施設の省

エネルギー化を図る事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金

を交付するものとし、その交付については、阿賀野市補助金等交付規則（平

成１６年阿賀野市規則第５６号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付対象者） 

第２条 この補助金の交付対象者は、市内に受益地を有する土地改良区又は土

地改良区連合（以下「土地改良区等」という。）とする。 

（補助対象施設） 

第３条 この補助金の交付対象施設は、水利施設管理強化事業実施要綱第２の

３(１)に定める施設とする。 

（交付基準） 

第４条 この補助金は、別表の基準により交付するものとする。 

（交付の条件） 

第５条 この補助金は、次に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

(１) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え､当該帳簿及

び証拠書類を５年間保管しておかなければならないこと。 

(２) 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければなら

ないこと。 

（申請手続） 

第６条 規則第４条に規定する補助金の交付を申請しようとする土地改良区

等は、交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添えて別に定める

日までに市長に提出するものとする。 

(１) 事業計画書 

6.4.4 



(２) その他市長が必要と認める書類 

２ 土地改良区等は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る

消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当

する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに

係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に

補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明

らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時

において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、当該

消費税仕入控除税額がないものとして申請しなければならない。 

３ 前項に定めるところにより当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない

ものとして申請を行う場合において、当該消費税仕入控除税額が確定したと

きは、消費税仕入控除税額報告書（別記様式第２号）により速やかに市長に

報告するとともに、当該消費税仕入控除税額に相当する補助金を市に返還し

なければならない。この場合において、当該補助金に係る消費税仕入控除税

額が明らかにならない場合又はその金額がない場合であっても、その状況等

について、規則第１４条の規定により額の確定のあった日の翌年６月１０日

までに消費税仕入控除税額報告書（別記様式第２号）により報告しなければ

ならない。 

４ 規則第１３条に規定する補助金の実績報告は、第１項の交付申請書の提出

をもって実績報告書の提出があったものとみなす。 

（交付決定の通知） 

第７条 市長は、交付申請書の提出があったときは、その内容及び額について

審査し、適当と認めたときは、交付決定を行い、土地改良区等に対しその旨

を通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査において、その内容が適当であると認められないとき

は、補助金不交付決定を行い、土地改良区等に対しその旨を通知するものと

する。 

（額の確定及び支払） 

第８条 規則第１４条に規定する補助金の額の確定は、前条第１項の交付決定

の通知をもって額の確定があったものとみなす。 

２ 市長は、前項の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、遅滞なく

土地改良区等に補助金を支払うものとする。 

（帳簿書類の検査等） 



第９条 市長は、本事業の適正かつ円滑な実施を図るため、必要に応じて補助

事業者に報告を求め、本補助事業に係る帳簿及び証拠書類、その他補助事業

の実施に関する必要な書類や物件を検査できるものとする。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、補助事業の実施に関して必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年３月２５日から施行する。  



別表

１補助対象経費
　水利施設管理強化事業実施要領（令和３年３月２９日付け
２農振第３５３５号農村振興局長通知）第１の５により算定
した「エネルギー料金の高騰分」から「支援金の額」を控除
した額のうち、県・市が補助金等により負担する額を控除し
た額で、市長が適当と認めるもの
　ただし、令和４年度に係るエネルギー料金の高騰分につい
ては除く

２補助率
　補助対象経費の１／３以内
　ただし、県が土地改良区等に対して本補助事業と同様の補
助金を交付する場合に実施することとし、上記の補助率によ
り算定した額又は県補助額のいずれか低い方を限度とする

※農業水利施設の受益地が市外にも存在する場合は、市内の
受益面積の占める割合に限る

土地改良区等が農業水利施
設の省エネルギー化を図る
事業に要する経費

阿賀野市
農業水利施設
省エネルギー化
推進対策事業

事業名 経費 補助率



別記様式第１号

第 号

年 月 日

交付対象者 住 所
氏 名

記

1 補助金交付申請額 円

2 補助対象施設及び補助対象経費 別紙第1のとおり

3 補助金の振込先口座

4 消費税仕入控除税額

該当なし　・　減額して申請（減額した額　   　円）・ 明らかでない

支店名

預金種別 口座番号

金融機関名

※消費税仕入控除税額について、該当するものに○を付すこと。

阿賀野市長 様

標記の補助金に係る事業を下記のとおり実施したいので、阿賀野市農業

水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金交付要綱第６条の規定により補助

金の交付を申請します。

金

阿賀野市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金交付申請書

口座名義人

※申請者の口座と異なる場合には、受領委任状を添付すること。

（フリガナ）



別紙第1（別記様式第1号関係）

地区名

交付対象者

１．水利施設管理強化事業(一般型)対象施設(※１)     別紙第1-1

国庫補助金［千円］① 市補助金［千円］a 合計［千円］

0 0

２．水利施設管理強化事業(一般型以外)対象施設(※２)    別紙第1-2

国庫補助金［千円］② 市補助金［千円］b 合計［千円］

0 0

３．補助金見込額合計

区　分 補助金見込額［千円］

国庫補助金(①+②)

市補助金(a+b) 0

計 0

※１ 水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月２９日付け２農振第３５３４号農林水産事務次官
依命通知）第２の３（１）アの対象施設

※２水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月２９日付け２農振第３５３４号農林水産事務次官
依命通知）第２の３（１）イの対象施設

事業計画書



別紙第1-1（別記様式第1号関係）水利施設管理強化事業（一般型）

地区名

交付対象者

１．水利施設管理強化事業(一般型)対象施設(※1) 　

・水利施設管理強化事業(一般型)負担割合　小数第３位止（第４位四捨五入）

国負担割合［％］ 県負担割合［％］ 市町村負担割合［％］ 土改負担割合［％］

① ② ③ ④

0.000% 0.000% 0.000% 100.000%

(1)国庫補助金（省エネ対策）（別紙第２）

※別紙第２とは、県の国庫補助金要望量調査の様式③　地区別＿Ｒ４予備費要望量調査（水利施設管理強化事業）を指す。

補助対象経費［円］(A) 国補助額［円］(B) 補助金見込額［円］ （C） 補助金見込額［千円］(D)

　別紙第２の高騰分（A）を転
記

別紙第２の高騰分に対する既存
補助事業の補助額（B）を転記

別紙第２の省エネ交付額上限額
（C）を転記

千円未満切捨て

国庫補助金（４月～12月　揚水） 0

国庫補助金（１月～３月　揚水） 0

国庫補助金（４月～12月　排水） 0

国庫補助金（１月～３月　排水） 0

計 0 0 0 0 X

(2)市補助金（交付金）

区　分 補助対象経費［円］ 補助率 補助金見込額［円］ 補助金見込額［千円］

(E)=((A)-(B)-(C))×④／（②＋③＋④） （F) （G) （H)：千円未満切捨て

市費（４月～12月　揚水） 0 1/3 0 0

市費（１月～３月　揚水） 0 1/3 0 0

市費（４月～12月　排水） 0 1/3 0 0

市費（１月～３月　排水） 0 1/3 0 0

計 0 0 0 Y

(3)県補助金（別紙第３）

区　分 補助金見込額［千円］

計 Z（※県の補助がない場合は、空欄ではなく「0」を記入すること）

(4)補助金見込額

区　分 国庫補助金［千円］ 市補助金［千円］ 合計［千円］

計 0 0

※「X」の額 ※「Y」又は「Z」のいずれか低い額

事業計画書

区　分

※1 水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月２９日付け２農振第３５３４号農林水産事務次官依命通知）第２の３（１）アの対象施設



別紙第1-2（別記様式第1号関係）水利施設管理強化事業(一般型以外)

地区名

交付対象者

１．水利施設管理強化事業(一般型以外)対象施設(※2)

・他の事業者からの維持管理等に係る補助金の有無について

補助金の有無 （有の場合）補助金の相手方 （有の場合）補助金の金額

・補助金の有無が有の場合は、相手方と金額がわかる資料を提出すること。・補助金の有無が有の場合は、相手方と補助金の金額がわかる資料を提出すること。

・他の事業者とは県、農業協同組合（JA）等を指す

(1)国庫補助金（省エネ対策）（別紙第２）

※別紙第２とは、県の国庫補助金要望量調査の様式③　地区別＿Ｒ４予備費要望量調査（水利施設管理強化事業）を指す。

補助対象経費［円］(A) 国補助額［円］(B) 補助金見込額［円］ （C） 補助金見込額［千円］(D)

　別紙第２の高騰分（A）を転
記

別紙第２の高騰分に対する既存
補助事業の補助額（B）を転記

別紙第２の省エネ交付額上限額
（C）を転記

千円未満切捨て

国庫補助金（４月～12月） 0

国庫補助金（１月～３月） 0

計 0 X

(2)市補助金（交付金）

区　分 補助対象経費［円］ 補助率 補助金見込額［円］ 補助金見込額［千円］

(E)=((A)-(B)-(C)) （F) （G) （H)：千円未満切捨て

市費（４月～12月） 0 1/3 0 0

市費（１月～３月） 0 1/3 0 0

計 0 Y

(3)県補助金　（別紙第３）

区　分 補助金見込額［千円］

計

(4)補助金見込額

区　分 国庫補助金［千円］ 市補助金［千円］ 合計［千円］

計 0 0

※「X」の額 ※「Y」又は「Z」のいずれか低い額

事業計画書

区　分

Z（※県の補助がない場合は、空欄ではなく「0」を記入すること。）

※2 水利施設管理強化事業実施要綱（令和３年３月２９日付け２農振第３５３４号農林水産事務次官依命通知）第２の３（１）イの対象施設

・当該年度に対象施設において他の事業者から施設の維持管理等に関する補助金を受給している場合は補助金の有無を有、相手方及び金額を記載し、事前に
市へ連絡すること。



様式③電力料＋油脂費（○○地区）

別紙第２　様式③　地区別＿Ｒ４予備費要望量調査（令和５年４月～12月）（水利施設管理強化事業）

【地区集計】 （単位：千円）

：リストから選択 ：直接入力

北陸 新潟 0

（千円以下切り捨て）

【地区個表】 （単位：円）

既存補助事業

費用区分 左記の国費相当分 その他高騰分※１ 高騰分 令和５年４月～12月
の油脂費

左記の国費相当分 高騰分

多面or治水ダム等 ①基本料金 ②電力量料金 ③燃料調整額 ④再エネ賦課金 ⑤計 ⑥計（再エネ
賦課金除く）

⑦基本料金上
昇率

⑧電力量料金
上昇率

⑨＝①/⑦+(②+③)/⑧

+④/再エネ上昇率※２ ⑩＝⑨×既定国費率 ⑪
（該当する場合入力）

⑫＝(①+②+③)
-(①/⑦+(②+③)/

⑧)+⑪
⑬ ⑭上昇率 ⑮＝⑬/⑭ ⑯＝⑮×既定国費率 ⑰＝⑬－⑮ ⑱＝⑫＋⑰

1 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

4 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

6 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

7 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

9 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

10 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

11 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

12 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

13 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

14 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

15 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

16 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

18 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

19 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

20 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

21 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

22 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

23 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

24 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

25 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

26 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

27 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

28 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

29 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

30 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

31 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

32 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

33 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

34 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

35 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１　その他高騰分は、九州電力における制度見直し（契約使用期間の撤廃）による高騰分を入力する。これ以外にその他高騰がある場合は、個別に判断する。

※２　再エネ上昇率は、0.474（R5.4～R5.12の再エネ賦課金単価／R4.4～R4.12の再エネ賦課金単価）とする。 【高騰分に対する既存事業の補助額の算定】 （単位：円） 【省エネ交付額の算定】 （単位：円）

R5事業費（ａ） R5国費（ｂ） R4.4～R4.12の
国費相当分（ｃ）

高騰分（Ａ） 0

事業費 高騰分に対する既存事業の補助額（Ｂ＝ｄ） 0

　うち電力料 0 省エネ交付額上限額（Ｃ＝（Ａ－Ｂ）×0.7） 0

　うち油脂費 0 高騰分既存補助額（ｄ＝ｂ-ｃ)

計 0 0 0 0 省エネ交付額（Ｅ） 0

※事業費国費は、R5当初＋R5当初流用分の合計額を入力する。 ※ ｄ≧0とする ※高騰分既存補助額が高騰分以上→0
※高騰分から高騰分既存補助額を引いた額が上限額以上→上限額
※高騰分から高騰分既存補助額を引いた額が上限額未満
　→高騰分－高騰分既存補助額

契約区分

令和５年４月～12月の電気料金

油種区分

令和４年４月～12月の油脂費相当分

高騰分
（電力料＋油脂費）

省エネ交付額
（試算）

番号 施設名

電気料金 油脂費

番号 局名 県名 地区名 地区区分 施設管理者名

令和４年４月～12月の電気料金相当分

1／1



様式③　電力料＋油脂費（○○地区）

別紙第２　様式③　地区別＿Ｒ４予備費要望量調査（令和６年１月～３月）（水利施設管理強化事業）

【地区集計】 （単位：千円）

：リストから選択 ：直接入力

0

（千円以下切り捨て）

【地区個表】 （単位：円）

既存補助事業

費用区分 左記の国費相当分 その他高騰分※１ 高騰分 令和６年１月～３月
の油脂費

左記の国費相当分 高騰分

多面or治水ダム等 ①基本料金 ②電力量料金 ③燃料調整額 ④再エネ賦課金 ⑤計 ⑥計（再エネ
賦課金除く）

⑦基本料金上
昇率

⑧電力量料金
上昇率

⑨＝①/⑦+(②+③)/⑧

+④/再エネ上昇率※２ ⑩＝⑨×既定国費率 ⑪
（該当する場合入力）

⑫＝(①+②+③)
-(①/⑦+(②+③)/

⑧)+⑪
⑬ ⑭上昇率 ⑮＝⑬/⑭ ⑯＝⑮×既定国費率 ⑰＝⑬－⑮ ⑱＝⑫＋⑰

1 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

4 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

5 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

6 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

7 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

9 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

10 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

11 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

12 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

13 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

14 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

15 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

16 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

17 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

18 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

19 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

20 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

21 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

22 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

23 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

24 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

25 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

26 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

27 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

28 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

29 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

30 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

31 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

32 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

33 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

34 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

35 0 0 0.000 0.000 0 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１　その他高騰分は、九州電力における制度見直し（契約使用期間の撤廃）による高騰分を入力する。これ以外にその他高騰がある場合は、個別に判断する。

※2　再エネ上昇率は、0.406（R6.1～R6.3の再エネ賦課金単価／R5.1～R5.3の再エネ賦課金単価）とする。 【高騰分に対する既存事業の補助額の算定】 （単位：円） 【省エネ交付額の算定】 （単位：円）

R5事業費（ａ） R5国費（ｂ） R5.1～R5.3の
国費相当分（ｃ）

高騰分（Ａ） 0

事業費 高騰分に対する既存事業の補助額（Ｂ＝ｄ） 0

　うち電力料 0 省エネ交付額上限額（Ｃ＝（Ａ－Ｂ）×0.7） 0

　うち油脂費 0 高騰分既存補助額（ｄ＝ｂ-ｃ) 新型コロナ臨時交付金（Ｄ）

計 0 0 0 0 省エネ交付額（Ｅ） 0

※事業費国費は、R5当初＋R5当初流用分の合計額を入力する。 ※ ｄ≧0とする ※コロナ交付金＋高騰分既存補助額が高騰分以上→0
※高騰分からコロナ交付金と高騰分既存補助額を引いた額が上限額以上→上限額
※高騰分からコロナ交付金と高騰分既存補助額を引いた額が上限額未満
　→高騰分－高騰分既存補助額－交付金

契約区分

令和６年１月～３月の電気料金

油種区分

令和５年１月～３月の油脂費相当分

高騰分
（電力料＋油脂費）

省エネ交付額
（試算）

番号 施設名

電気料金 油脂費

番号 局名 県名 地区名 地区区分 施設管理者名

令和５年１月～３月の電気料金相当分

1／1



別紙第３（様式第1号関係）

地区名

交付対象者

土地改良区等管理施設に対する県補助金交付額

県名 県補助金交付額［円］

新潟県

計 0

※　県補助を証明する書類の写しを添付すること

事業計画書（県補助確認書）

県補助を証明する書類

新潟県交付決定書



別記様式第２号

第 号

年 月 日

補助事業者 住 所
氏 名

記

1 阿賀野市補助金等交付規則第14条の補助金の額の確定額 金 円

（　年　月　日付け　　第　　　号による交付決定通知額）

2 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額 金 円

3 消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金 円

4 補助金返還相当額（３－２） 金 円

5 当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載

［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載
　　　すること

6 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載

［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）事業主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること

金交付要綱第６条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

について、阿賀野市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助

阿賀野市長 様

　　　年度消費税仕入控除税額報告書

年 月 日付け 第 号で補助金交付決定が

あった阿賀野市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金


